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平成 24 年９月 10 日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社ジアース 

代 表 者 名 代表取締役社長   池添 吉則 
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問 合 せ 先 取締役管理本部長  奥田 広志 

電 話 番 号 06－6232－7770（代表） 

 

（訂正）「募集新株予約権（有償ストック・オプション）の発行に関するお知らせ」の一部

訂正について 

 

平成 24 年９月７日付で公表いたしました「募集新株予約権（有償ストック・オプション）

の発行に関するお知らせ」の記載内容に一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いた

します。 

なお、訂正箇所は下線を付しております。 

 

記 

 

【訂正箇所及び内容】 

＜訂正前＞ 

Ⅱ．新株予約権の発行要項 

３．新株予約権の内容 

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数 

② 新株予約権１個あたりの目的となる株式の数 

本新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は、１株とする。但し、上記①に

定める本新株予約権の目的となる株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行

うものとする。また、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて株式の数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で

適切に株式の数の調整を行うことができるものとする。但し、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目的と

なる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

 

６．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関す

る決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収合併、新設合併、株式
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交換又は株式移転（これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）を行う場合に

おいて、組織再編行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下「残存新

株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条

第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存

新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定めた

場合に限るものとする。 

 

９．申込日 

 

＜訂正後＞ 

Ⅱ．新株予約権の発行要項 

３．新株予約権の内容 

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数 

② 新株予約権１個あたりの目的となる株式の数 

本新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は、1,000 株とする。但し、上記

①に定める本新株予約権の目的となる株式の数の調整を行った場合は、同様の調整

を行うものとする。また、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて株式の数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範

囲で適切に株式の数の調整を行うことができるものとする。但し、かかる調整は、

本新株予約権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない本新株予約権の目

的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨

てる。 

 

６．組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権交付の内容に関す

る決定方針 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分

割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式

交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転（これらを総称して、以下「組織再編行

為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する

本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編

対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発
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行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株

式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

 

９．申込期日 

 

以 上 

 


